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１ 趣旨 

平成２９年３月にとりまとめられた「これからの専修学校教育の振興のあり方について（報告）」

においては、具体的施策として「教職員の資質能力向上の推進」、「職業実践専門課程を基軸とし

た質保証・向上の更なる充実」等が打ち出されている。 

また、第３期教育振興基本計画（平成３０年６月閣議決定）においても、社会的・職業的自立

に向けた能力・態度の育成を推進するため、専修学校においては、企業等と密接に連携した「職

業実践専門課程」を中心に、専修学校全体の質保証・向上を推進することとされている。このよ

うな状況の中で、平成２５年度に「職業実践専門課程」を文部科学大臣が認定する制度が創設さ

れ、職業実践専門課程の認定校は、２年制以上の全専門学校の３割以上を占めるまでに拡大して

いるところである。 

「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン」（平成３０年１１月中央教育審議会答申）

では、専門学校は、地域に必要な高等教育機関として実践的な職業教育を展開しており、一層の

質保証・向上の取組を進めていくことが必要とされているほか、高等教育においては、教育の質

を高めるための教学マネジメントとその前提としての学修成果の可視化等にも言及されており、

高等教育の無償化の対象となっている専門学校においても、こうした流れへの対応が求められて

いる。また、このような視点は、初等中等教育においてもカリキュラム・マネジメントとして示

されている。 

本事業は、同報告書で指摘された課題への対応や答申の趣旨を踏まえて一層の専修学校教育の

質保証・向上を進めるため、専修学校における教職員の資質能力の向上や、「職業実践専門課程」

の質保証・向上、職業教育のマネジメント強化のための先進的な取組の推進を図るものである。 

 

２ 事業の委託先 

（１）教職員の資質能力向上の推進 

    団体又は地方公共団体 

（２）職業実践専門課程等の充実に向けた取組の推進 

団体又は地方公共団体 

 （３）専修学校の職業教育マネジメントの強化 

     団体又は地方公共団体 

 

※任意団体については、以下の条件を満たすものを委託先の対象とする。 

   ①定款、寄付行為又はこれらに類する規約等を有すること。 

   ②団体等の意思を決定し、執行する組織が確立されていること。 

   ③自ら経理し、監査する等会計組織を有すること。 

   ④団体活動の本拠としての事務所を有すること。 

 

３ 委託事業の内容 

（１）教職員の資質能力向上の推進 



① 自立的・持続的な研修体制づくりの推進 

平成２５年３月に文部科学省が策定した「専修学校における学校評価ガイドライン」を踏

まえ、専修学校における情報公開等の促進を図るための視聴覚教材等による研修の実施を通

じ、専修学校の教職員を対象とした研修を継続的・自立的に実施するための体制構築を進め

るため、各地域おいて研修の企画・立案等を担う者（研修インストラクター）の養成や教育

成果の公開方法等の検証等を行い、普及啓発の取組を実施する。 

 

② 教職員研修プログラムの構築 

職業実践専門課程の教員研修に関する認定要件を踏まえつつ、専修学校教員の資質能力の

向上を目的とした、授業及び生徒に対する指導力等の修得・向上や、学校運営・学級運営に

関する知識・能力の向上等に資する研修プログラムを開発するとともに、研修講師の養成の

取組を実施し、それらの成果を普及する取組を実施する。 

 

（２）職業実践専門課程等の充実に向けた取組の推進 

① 職業実践専門課程による先進的取組の推進 

職業実践専門課程の質保証・向上に向けた先進的な取組として、各認定学科における教育

内容の可視化や学校評価の充実等を目的とした各職業分野で求められる教育内容等の体系

化を進める取組や、職業分野間の連携等に着目した第三者評価の実施体制整備に関する取組、

学校評価に関する意識啓発等に資する取組、職業実践専門課程の認定学科を有する各学校の

情報公開の促進に資する取組等を実施する。なお、上記に示した先進的取組について、１つ

の受託団体においてすべて実施する必要はなく、各団体等がそれぞれ有する教育的資源を活

用し、効率的に取り組むことが期待される。 

 

② 質保証・向上のための実態調査 

学校評価機関の関係者や専門学校関係者等で構成される有識者会議等を開催し、職業実践

専門課程の既認定学科における認定要件の充足状況（教育課程編成委員会の活用状況や企業

等連携科目などの学習活動状況等）に関する事例調査を行い、その傾向を分析することで、

職業実践専門課程の認定課程の継続的な運営状況に関する課題を整理するとともに、職業実

践専門課程の認定要件充足状況の確認方法等に関する示唆をまとめる。 

 

 （３）専修学校の職業教育マネジメントの強化 

  ① 職業教育のマネジメント強化のための実証研究 

    専修学校における職業教育のマネジメント強化に資するため、現状の実態調査・分析や普

及啓発を進める取組等を実施する。実施にあたっては、専修学校における教育課程編成方針、

シラバスの作成状況、履修指導体制の状況、成績評価基準の運用状況、学修成果の把握方法、

学習時間の確保と把握状況、学生による授業評価の状況等について実態調査を行うとともに、

職業実践専門課程における職業教育のマネジメントに関する好事例をもとに、実践の手引や

事例集等の作成、方針等の策定・運用方法等に関する事例発表や研修のためのフォーラムを

開催する等、自律的な教育のマネジメント体制づくりの推進を図る。 

 

４ 委託期間 

事業の実施期間は、委託を受けた日から事業が終了する日までとする。ただし、契約日が属す

る年度をまたぐことはできない。 

 

５ 委託手続 

（１）委託先が上記３の事業の受託を希望するときは、別に定める公募期間中に企画提案書（様式



１）、その他参考資料等を文部科学省に提出する。 

（２）文部科学省は、上記（１）により提出された企画提案書（様式１）等の内容を検討し、内容

が適切であると認めた場合、委託決定する。 

（３）委託決定の通知を受領した場合は、事業計画書（様式２）を文部科学省に提出し、当該事業

計画書を基に契約を締結する。 

 

６ 委託経費 

（１）文部科学省は、事業計画の規模・内容等を勘案し、予算の範囲内で事業に要する経費（人件

費、事業費（諸謝金・旅費・借損料・消耗品費・会議費・通信運搬費・雑役務費・保険料）、再

委託費、一般管理費）を委託費として支出する。 

（２）文部科学省は、事業の委託先が委託要項等に違反したとき、又は事業の遂行が困難であると

認めたときは、委託契約の解除や経費の全部又は一部について返還を命じることができる。 

（３）本事業における委託経費の支払いは、実績報告書（様式３）に基づき、その額が確定した後

に支払う精算払を原則とする。ただし、委託先の申し出を受けて、事業完了前に必要があると

文部科学省が認めるときは、委託費の全部または一部を概算払することができる。 

 

７ 再委託 

（１）事業の実施にあたっては、委託事業の全部を第三者に委託してはならない。 

（２）この委託事業を実施するにあたり、委託先が実施する事業の一部を第三者に委託（以下

「再委託」という。）することが事業を実施する上で合理的であると認められるものについ

ては、再委託することができる。 

（３）委託事業の再委託を行う場合は、様式１から３を文部科学省に提出する際に再委託にかか

 る申請書（様式４）を添付するものとする。 

（４）委託先は、再委託した業務に伴う当該第三者の行為について、文部科学省に対して全ての

責任を負うものとする。 

 

８ 事業完了の報告 

委託先は、事業が完了したとき又は委託契約期間が満了したときは、事業が完了した日（契

約を解除した日を含む）から１０日を経過した日、又は契約満了日のいずれか早い日までに、

実績報告書及び成果物（成果報告書その他事業を実施する上で得た成果物）、その他文部科学

省が必要と認める資料について、文部科学省に提出するものとする。 

 

９ 委託費の額の確定 

（１）文部科学省は、上記８により提出された実績報告書について検査及び必要に応じて現地調

査等を行い、その内容が適正であると認めたときは、委託費の額を確定し、様式５により委

託先に通知するものとする。 

（２）上記（１）の確定額は、事業に要した決算額と委託契約額のいずれか低い額とする。 

 

 

10 成果の普及・活用 

本事業の実施により得られた成果は、文部科学省及び委託先のＷＥＢ上での公開や成果報

告書等の配布等を通じて、成果を広く普及し、その活用を促すものとする。併せて、必要に

応じ委託先として成果の活用状況等の把握を行うとともに、文部科学省が行う委託事業の成



果の活用状況の把握等に協力するものとする。 

 

11 その他 

（１）上記３の委託事業について、複数の事業を併せて実施することにより、効果的・効率的な

運営が可能になる場合は、同一の実施主体が複数の委託事業を受託することを妨げない。 

（２）文部科学省は、委託先における事業の実施が当該委託事業の趣旨に反すると認められると

きは、必要な是正措置を講ずるよう求める。 

（３）文部科学省は、事業の実施に当たり、委託先の求めに応じて指導・助言を行うとともに、

効果的な運営が図られるために協力する。 

（４）文部科学省は、必要に応じ、本事業の実施状況及び経理処理状況について、実地を含む調

査を行うことができる。 

（５）この要項に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は別に定める。 



別添 

「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」実施委託要項運用指針 

 

１ 事業の実施体制等 

（１）事業の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の委託先 

事業の委託先は、実施委託要項に定めるもののほか、以下の要件を満たしていること。 

① 実施事業の達成目標や、その実現に向けた方法が明確であること。 

② 本事業の趣旨に合致するテーマを提案し、定められた予算と事業期間の範囲内で事業を実施

し、目標とする成果をあげられること。 

③ 事業を的確に遂行するために必要な実施体制（組織・人員及び設備など）が確保できること。 

④ 文部科学省の必要とする措置、経理及びその他の事務を適切に処理できる体制であること。 

⑤ 事業を通じて得られた成果について、報告書の作成等、積極的に社会へ情報発信・普及する

ための方策が明確であること。 

 

２ 委託事業の内容 

企画提案書の提出にあたっては、過年度の「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保

証・向上の推進」事業の成果（各年度において作成している『「職業実践専門課程」の実態等に

関する調査研究（報告書）』等）及び「これからの専修学校教育の振興のあり方について（報

告）」（平成２９年３月）ほか関連答申等を踏まえるものとする。 

 

（１）教職員の資質能力向上の推進 

① 自立的・持続的な研修体制づくりの推進 

（１）教職員の資質能力向上の推進 

→ 団体又は地方公共団体 

（２）職業実践専門課程等の充実に向けた取組の推進 

→ 団体又は地方公共団体 

（３）専修学校の職業教育マネジメントの強化 

    → 団体又は地方公共団体 

 
※任意団体については、以下の条件を満たすものを委託先の対象とする。 

  ①定款、寄付行為又はこれらに類する規約等を有すること。 
  ②団体等の意思を決定し、執行する組織が確立されていること。 
  ③自ら経理し、監査する等会計組織を有すること。 
  ④団体活動の本拠としての事務所を有すること。 

文部科学省 事業審査委員会 ② 

④ 

① 企画提案書等の提出 
② 審査・選定 
③ 事業計画書の提出 
④ 委託決定・委託契約 
⑤ 実績報告書等の提出 

①,③,⑤ 



〔取組に当たっての留意事項〕 

ⅰ）視聴覚教材等による研修は、各専修学校の教職員、特に情報公開の担当者を対象として、

情報公開の意義や必要性について理解を深めるとともに、具体的な進め方を理解し、各専

修学校における積極的な取組みを促すことを目的として実施する。 

ⅱ）研修インストラクターの養成の取組としては、各都道府県において、専修学校の取りまと

め等を担うことができる者（各都道府県の専修学校協会の職員や、各地域において中核的

な役割を担っている専修学校の教職員等）を対象として、地域の事情を踏まえた研修プロ

グラムを企画・立案し、実施するに当たって必要な知識等（講師や会場の手配等を含む）

について学ぶ取組が想定される。 

ⅲ）教育成果の公開方法等の検証については、情報公開を進めるにあたり、情報の受け手から

みて、当該学校の教育成果等の効果的な公表のあり方やそのための教育について、実態を

伴う情報公開に着目した取組が想定される。 

 

② 教職員研修プログラムの構築 

〔取組に当たっての留意事項〕 

ⅰ）研修プログラムの開発に当たっては、職業実践専門課程の認定要件の一つである「企業

等と連携して、教員に対し、授業及び生徒に対する指導力等を修得・向上するための組

織的に位置づけられた研修・研究の機会を確保し、計画的に受講等させていること。」を

踏まえて、専修学校はもちろん、連携する産業界や、有識者等の意見を考慮する。 

ⅱ）開発する研修プログラムは、各分野で共通的に用いることができるものとし、実務者出

身の教員が多いという専修学校教員の特徴を踏まえ、学級運営を含め教育に従事する者

として備えるべき基本的な知識・手法や、教室での学びを職業現場につなげるためのア

クティブラーニングの視点を持った教育手法等が想定される。 

ⅲ）研修プログラムの開発に当たっては、その研修を実施するための研修講師の養成のため

の取組も併せて実施する。 

ⅳ）研修プログラムの開発及び研修講師の養成に当たり、小規模の専修学校においては、教

職員の数が限られる中で、研修のために長期に渡って不在にすることが困難な状況があ

ることから、通信教育等を用いた研修を効果的に用いるなど、受講者の利便性や学校運

営への影響が少なくなるよう考慮する。 

 

（２）職業実践専門課程等の充実に向けた取組の推進 

① 職業実践専門課程による先進的取組の推進 

〔取組に当たっての留意事項〕 

ⅰ）先進的取組として、教育内容の体系化を進める取組の実施が想定される。その際、既存の

公的な枠組み（職業能力評価基準やキャリア段位等）との接続も考慮すること。また、既

存の取組がある場合には、それらを積極的に活用し、事業が効率的に実施されるよう工夫

する。なお、本取組において海外事例の調査は認められない。 

ⅱ）先進的取組として、第三者評価の実施体制の整備及び学校評価に関する意識啓発に資する

取組が想定される。その際、平成２８年度委託事業において私立専門学校等評価研究機構



がまとめた報告書「職業実践専門課程における分野横断的な第三者評価の仕組み」の内容

を参照しつつ、これまで本事業において開発を進めてきた分野別評価を実施する団体と

協力または連携して、国際通用性や評価基準等の精査を含め、自立的な評価実施に向けた

取組を促進する内容とする。また、職業実践専門課程の認定学科を有する学校の積極的な

第三者評価の実施を促すよう、評価者の養成のための研修に加えて、評価をより受けやす

くするための受審者を対象とした研修会の開催や、評価に対する積極的な意識啓発のた

めのフォーラムなどを開催する。 

ⅲ）先進的取組として、情報公開の促進に資する取組等が想定される。その際、職業実践専門

課程における情報提供のための様式「別紙様式４」が、高校等の進路指導で役立つよう、

各認定学科間で比較可能とする等の「別紙様式４」の内容の工夫等を通して、認定学科を

有する専修学校が情報提供に積極的に取り組むことを促すものとする。 

 

②質保証・向上のための実態調査 

〔取組に当たっての留意事項〕 

ⅰ）実態調査の実施に当たっては、学校評価に知見・実績を有する機関の関係者、職業実践

専門課程を有する専門学校の関係者、学識経験者等から構成される有識者会議を開催

し、調査内容・方法等の検討、調査結果の分析を踏まえた示唆等を行う。 

ⅱ）実態調査のために必要な資料（認定要件の充足状況を確認するための資料）の提供に当

たっては、文部科学省と協力して収集する。 

ⅲ）有識者会議においては、過年度の実態調査結果との比較などを含めた、調査結果の分析

により導き出された職業実践専門課程の認定要件の充足状況の確認方法等に関する課題

や改善策等について示唆等を行う。 

 

（３）専修学校の職業教育マネジメントの強化 

① 職業教育のマネジメント強化のための実証研究 

〔取組に当たっての留意事項〕 

ⅰ）実態調査の実施に当たっては、専修学校教育に知見を有する機関の関係者、職業実践専門 

課程を有する専門学校の関係者、学識経験者等から構成される有識者会議を開催し、調査

項目、方法等の検討、調査結果の分析を行う。 

ⅱ）調査項目については、単に作成の有無を問う設問でなく、できるだけ記述方式も活用して、 

内容や具体的な運用方法など、調査すべき事項の有機的な連携やＰＤＣＡサイクルを把握 

することができるような回答となるよう努める。 

ⅲ）フォーラム等における事例発表・研修、実践の手引、事例集のための情報収集、作成に当 

たっては、平成３０年度委託事業において三菱総合研究所がまとめた職業実践専門課程の 

事例集や教育課程編成等における好事例の調査結果も活用し、専修学校教育の実態に即し 

たものとする。 

  ⅳ）実践の手引については、授業計画等（シラバス、学習成果の測定方法、客観的な成績評価

基準）が盛り込まれた内容とし、事例集がその具体例となるよう作成にあたって工夫を図



るとともに、専門の研究グループ等を設置して検討するなど、より実践性の高いものとす

るよう工夫を図る。 

 

３ 委託経費 

（１）委託事業を実施するに当たり、契約締結及び支払いを行う場合には、国の契約及び支払いに

関する規定の趣旨に従い、経費の効率的執行に努めること。 

（２）委託事業についての収支簿を備え、他の経理と区分して、当該事業の収入額及び支出額を

記載し、使途を明らかにしておくこと。事業に係る資金の出納については、当該事業専用の

口座を設けるなど、現金の流れがわかるようにすること。 

（３）委託先の会計担当者とは別に監査人を置き、事業の経理処理についての監査を行うこと。 

（４）預貯金により生じた利息については、当該委託事業を遂行するために必要な経費に充当す

ること。 

（５）委託事業の実施開始日は、委託契約締結日以降とするので、契約締結日以前の経費につい

ては、委託費からの支出は認められないこと。 

（６）事業計画書及び実績報告書等に用いる代表者の印影は、同一の公印を用いること。 



取組名称 〇〇〇〇のための□□□□■■（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

提案者 ○○法人△△△機構（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ１４ポイント）

提案概要 実施体制

▼事業の実施体制を記載すること。

▼事業を推進するために構築する体制を記載すること｡
（事業実施者の構成（氏名、所属・職名、役割）、実施体制図等
を記入すること。

▼次の参画する機関数（教育機関、企業、業界団体、行政機関、
その他、それぞれの小計数及び合計数）を記載する。

（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上）

教育機関 〇〇機関／企業数 〇〇機関／業界団体 〇〇機関／
行政機関 ○○機関／その他 〇〇機関¦  合 計 〇〇機関

所要経費 １２，３４５千円（提案年度の所要経費のみ記載）
（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １４ポイント） ※千円未満切捨て

実施年度 2019年度 2020年度

【様式１】令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(1/10)

（MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上）

○○委員会
１ ○○○機構（事業統括）

２ ○○○専門学校（委員の派遣・助言）

３ ・・・・・（・・・・・・・）

４ ・・・・・（・・・・・・・）

５ ・・・・・（・・・・・・・）

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

○○部会
１ ○○○学園（・・・・・・）

２ 株式会社○○○○（・・・・・・）

３ ・・・・・（・・・・・・）

４ ・・・・・（・・・・・・）

５

６

７

８

９

10

▲▲WG
１ ○○○専門学校（・・・・・）

２ ○○県庁○○○○課（・・・・・）

３ ・・・・・（・・・・・・・）

４

▼企画実施委員会、有識者会議、コンソーシアム等の構成を記載すること。枠内には、団体名・協力方法を記入。
▼内諾を得ていない場合には､機関名の後ろに｢【未内諾】｣と追記すること｡枠が足りない場合には､3ﾍﾟｰｼﾞ目も使用して差
し支えない｡

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(2/10)

実施協力機関等



事業の趣旨・目的

▼様式自由

▼記載する文字は､ﾒｲﾘｵ or MSｺﾞｼｯｸ 11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(3/10)

所要経費：○○千円所要経費：○○千円

事業実施の年次計画

○○年度 ○○年度

▼全体計画を俯瞰したときに、各年度に実施する取組の概要（年次計画）を具体的に記載すること。

▼記載する文字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（一部の文字がどうしても枠に入りきらない場
合にはポイントを調整しても構わないが、極端に小さくならないようにすること）

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(4/10)



▼様式自由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼たとえば、調査を実施する場合には､調査名、調査目的、調査対象、調査手法、調査項目、分析内容（集計項目）、
調査結果を成果にどのように反映するか、手引など目指す成果物を作成する場合はその方法等、フォーラム等の開催
はその内容を具体的に記載すること｡
※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。

▼記載する文字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（一部の文字がどうしても枠に入りきらない場
合にはポイントを調整しても構わないが、極端に小さくならないようにすること）

提案年度の取組①

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(5/10)

▼様式自由

▼提案年度に取り組む内容について、具体に記載すること。

▼たとえば、調査を実施する場合には､調査名、調査目的、調査対象、調査手法、調査項目、分析内容（集計項目）、
調査結果を成果にどのように反映するか、手引など目指す成果物を作成する場合はその方法等、フォーラム等の開催
はその内容を具体的に記載すること｡
※上記は最小限の項目例であり、必要に応じて追加することは差し支えない。

▼記載する文字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（一部の文字がどうしても枠に入りきらない場
合にはポイントを調整しても構わないが、極端に小さくならないようにすること）

提案年度の取組②

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(6/10)



事業実施に伴うアウトプット（成果物）

▼様式自由

▼手引、事例集など、事業を構成するすべての項目に関するアウトプットの概要を具体的かつ明確に記載すること。

▼複数年度で取り組む場合は、最終的なアウトプットと各年度のアウトプットの双方がわかるように記載すること。

▼記載する文字は、MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ １１ポイント以上とすること。（一部の文字がどうしても枠に入りきらない場
合にはポイントを調整しても構わないが、極端に小さくならないようにすること）

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(7/10)

本取組における提案者独自の工夫

▼様式自由

▼本事業において取組を進める上で､効果的に実施するための提案者独自の工夫を記載すること｡

▼独自の工夫は、単独で完結する内容でなく、この工夫が事業の取組の中で関連づけられている内容とすること。
７枚目以前で記載されている内容から、独自の工夫に関する部分を抽出し、重複して記載されていても差し支えない。

▼記載する文字は､ﾒｲﾘｵor MSｺﾞｼｯｸ 11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(8/10)



事業に要する経費見積書の概要（○年度）

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図書 購入 費含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

200,000

922,300

12,345,000

※消費税率の引上げを見込んで、消費税相当額は10％で積算してください。

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を含 む ）

事 業 費

再 委 託 費

◆人件費
・事業専任職員賃金 〇千円×〇月
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃金 〇千円×〇月
・人件費附帯経費 〇〇千円

合計〇
〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料
〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ｻｰﾊﾞｰﾚﾝﾀﾙ代

〇〇千円×〇月

合計〇
〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合
計〇〇円

◆諸謝金
・企画推進委員会謝金

〇千円×〇人×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇人×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇人×〇回

合計〇
〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合
計〇〇円

◆雑役務費
・Webｻｲﾄ構築 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20日×〇月

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

合計〇
〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇人
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇人
・実証講座分科会お茶

150円×〇人

合計
〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項目に関して主な計上予算）

※枠の大きさは､適宜修正し､計上しない費目の枠は削除してください｡
※各経費項目の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を作成してください｡

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(9/10)

事業に要する経費見積書の概要（○年度）

小 項 目

5,000,000

6,223,000

諸 謝 金 2,000,000

旅 費 1,000,000

借 損 料 500,000

消 耗 品 費
（ 図書 購入 費含 む）

200,000

会 議 費 150,000

通 信 運 搬 費 300,000

雑 役 務 費 2,000,000

保 険 料 73,000

200,000

922,300

12,345,000

※消費税率の引上げを見込んで、消費税相当額は10％で積算してください。

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合　　　　計
※千円未満は切捨て

経費項目
予算額

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を含 む ）

事 業 費

再 委 託 費

◆人件費
・事業専任職員賃金 〇千円×〇月
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ賃金 〇千円×〇月
・人件費附帯経費 〇〇千円

合計〇
〇〇円

◆借損料
・企画推進委員会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会会議室借料
〇〇千円×〇回
・実証講座分科会会議室借料

〇〇千円×〇回
・ｻｰﾊﾞｰﾚﾝﾀﾙ代

〇〇千円×〇月

合計〇
〇〇円

◆通信運搬費
・報告書郵送費 〇円×〇箇所
・実証講座案内郵送 〇円×〇箇所

合
計〇〇円

◆諸謝金
・企画推進委員会謝金

〇千円×〇人×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会

〇千円×〇人×〇回
・実証講座分科会

〇千円×〇人×〇回

合計〇
〇〇円

◆消耗品費
・ﾎﾞｰﾙﾍﾟﾝ 〇百円×〇本
・ﾊｰﾄﾞﾌｧｲﾙ 〇千円×〇冊
・
・

合
計〇〇円

◆雑役務費
・Webｻｲﾄ構築 〇〇〇円
・報告書印刷費 〇〇〇円
・事務職員派遣

〇〇〇円×20日×〇月

◆旅費
・企画推進委員会実施旅費

〇〇千円×〇回
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会旅費

〇〇千円×〇回
・実証講座分科会旅費

〇〇千円×〇回

合計〇
〇〇円

◆会議費
・企画推進委員会お茶

150円×〇人
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発分科会お茶

150円×〇人
・実証講座分科会お茶

150円×〇人

合計
〇〇円

◆再委託費

◆保険料

摘要（各経費項目に関して主な計上予算）

※枠の大きさは､適宜修正し､計上しない費目の枠は削除してください｡
※各経費項目の主なものを記載してください｡すべてを網羅する必要はありません｡
※年次計画に記載のあった全ての年度分を作成してください｡

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(10/10)



▼様式自由

▼本ﾍﾟｰｼﾞは､実施事業に関することで､1ﾍﾟｰｼﾞから9ﾍﾟｰｼﾞに記載できなかった内容又は補足が必要な内容があれば､記
載すること（1～9ページをそれぞれ複製して必要なページを増やすことも可）｡ただし､原則15枚以内とすること。

▼記載する文字は､ﾒｲﾘｵ or MSｺﾞｼｯｸ or ﾒｲﾘｵ 11ﾎﾟｲﾝﾄ以上とすること｡(一部の文字がどうしても枠に入りきらない場合
にはﾎﾟｲﾝﾄを調整しても構わないが､極端に小さくならないようにすること)

令和○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」企画提案書（事業メニュー（３）①）(11/10)



（様式2）事業計画書

令和　　年　　　月　　　日

文部科学省総合教育政策局長　　殿

　　

事業名：

上記の事業について、事業計画書を提出します。

　　連絡担当者（事業責任者／事務担当者）

E-mail

所属・役職

郵便番号・住所

電話番号 FAX番号

印

令和　　年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」

氏名

所在地

法人名

（学校名）

代表者
職氏名



取組名称：

※併せて実施を計画している事業名（複数の事業に申請している場合に記載）

（１）事業のテーマ（４０字以内）

（２）事業実施期間 委託を受けた日から令和　年　月　日まで

（２）成果目標を達成するための具体的な方法

（３）事業終了後の方針について（本事業の成果の普及・活用等について具体的に記載）

（４）事業実施における特記事項について

※併せて実施を計画している別事業に関する内容は、この項目にまとめて記載すること。
※特に、複数の事業を併せて実施することで、事業の効果がより一層向上し、経費の節減につな
がる場合は、その詳細を記載すること。

（３）事業の概要（※２００字程度）

２．事業内容の説明

（１）事業実施の成果目標

令和　　年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」

事業計画書

１．事業の概要



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

＜令和　　年度＞ 

＜令和　　年度＞

＜令和　　年度＞

（４）事業の推進体制（図示）

（３）その他下部組織等　（設置は任意）

名称【　　　　　　】

団体名、機関名等 具体的な協力方法 団体等のURL

団体名、機関名等 具体的な協力方法 団体等のURL

（２）事業実施協力機関等　（企画実施委員会、有識者会議、コンソーシアム等の構成を記載）

名称【　　　　　　】

４．事業実施体制

（１）事業実施者の構成
氏名 所属機関のURL所属・職名 　役割等

（２）計画全体の事業スケジュール

３．事業のスケジュール

（１）令和　　年度の事業スケジュール

内容



所要経費

小 項 目

諸 謝 金

旅 費

借 損 料

消 耗 品 費
（ 図 書 購 入 費 含 む ）

会 議 費

通 信 運 搬 費

雑 役 務 費
（ 印 刷 製 本 費 等 ）

保 険 料

0

事 業 費

（単位：円）

経費項目

事業の実施 備　　　考

人 件 費
（ 消 費 税 相 当 額 を 含 む ）

一般管理費
（人件費＋事業費）×設定率

合 計

再 委 託 費



※該当する場合のみ提出する。

事業名

法人名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／消費支出の部合計×１００
　　＊消費収支計算書から算出すること。

※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① １０％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は０と入力。

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支
出の額に占める管理費の率

　※上記③の算出式

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、
精算時においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

0

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位

0円 賃金 × ×＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

消費税相当額 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 委員会出席謝金等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 委員会出席旅費等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 会場借料等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

消耗品費 0円 ＣＤ－ＲＯＭ等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 お茶代等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 開催通知等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

雑役務費 0円 印刷、広告等 × ×＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 傷害保険（講師） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円 再委託を行うもの × ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

※設定率　　●●％

0円
（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえること）
（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。

再 委 託 費

事 業 費

人 件 費

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

人数等 数量 単価

一 般 管 理 費

合 計



（様式3）実績報告書

令和　　　年　　　月　　　日

文部科学省総合教育政策局長　　殿

　　

事業名：

　　連絡担当者（事業責任者／事務担当者）

印

令和　　年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」

令和　　年　　月　　日付け＊＊文科教第　　号で委託を受けた上記の事業につい
て、実施が完了しましたので実績報告書を提出します。

代表者
職氏名

（学校名）

法人名

所在地

電話番号 FAX番号

E-mail

氏名

所属・役職

郵便番号・住所



取組名称：

（１）事業のテーマ（４０字以内）

（２）事業実施期間 令和　年　月　日から令和　年　月　日まで

２．実施した事業内容の説明

（１）事業実施の成果

（２）具体的な実施内容

令和　　年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」

実績報告書

１．事業の概要

（３）実施の概要（※２００字程度）

（３）事業終了後の方針について（本事業の成果の普及・活用等について具体的に記載）



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

＜令和　　年度＞

＜令和　　年度＞

＜令和　　年度＞

（４）事業の推進体制（図示）

（２）計画全体の事業スケジュール

３．事業のスケジュール

（１）令和　　年度に実施した事業スケジュール

内容

４．事業実施体制

（１）事業実施者の構成
氏名 所属・職名 　役割等 所属機関のURL

（２）事業実施協力機関等　（企画実施委員会、有識者会議、コンソーシアム等の構成を記載）

名称【　　　　　　】

団体名、機関名等 具体的な協力方法 団体等のURL

（３）その他下部組織等　（設置は任意）

名称【　　　　　　】

団体名、機関名等 具体的な協力方法 団体等のURL



１．収入の部 （単位：円）

予 算 額 収 入 未 済 額 摘 要

0 0 預金利息　0

小 項 目

0 0 0

0 0 0

諸 謝 金 0 0 0

旅 費 0 0 0

借 損 料 0 0 0

消 耗 品 費
（ 図書購入費等 ）

0 0 0

会 議 費 0 0 0

通 信 運 搬 費 0 0 0

雑 役 務 費
（ 印刷製本費等 ）

0 0 0

保 険 料 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

事 業 費

合 計

一 般 管 理 費
（ 設 定 率 を 入 力 ↓ ） 0

人 件 費
（消費税相当額を含む）

再 委 託 費

収支精算書

生涯学習振興事業委託費

２．支出の部 （単位：円）

経費項目
予算額 支出額 差額



※該当する場合のみ提出する。

事業名

法人名

算出率

算出率

算出率

設定率

算出額 ※（人件費＋事業費）×設定率

　　算出率（％）＝管理費／（総事業費－間接事業費）×１００
　　＊収支計算書から算出すること。

　　（学校法人又は準学校法人）

　　算出率（％）＝｛（人件費－教員人件費）＋管理経費｝／消費支出の部合計×１００
　　＊消費収支計算書から算出すること。

※①～③の算出率のうち、最も低い率

　　（財団法人又は社団法人）

① １０％（設定率の上限）

10.00%

②
法人が整備している受託規定に定められた率

規定がある場合は、別添のうえ、当該率を入力。規定のない場合は０と入力。

③
直近の事業年度の損益計算書及び収支計算書等による法人の支
出の額に占める管理費の率

　※上記③の算出式

下記①～③の率から、最も低い率を当該事業における一般管理費の率とし、
精算時においてもこの率を用いる。

一般管理費設定率の決定調書

0

設定率の比較



（単位：円）

小項目 摘　　　　　要 単位 単位 領収書No.

0円 賃金 × ×＠ 円 ＝ 0円
人件費付帯経費 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

消費税相当額 × × 10% ＝ 0円

諸 謝 金 0円 委員会出席謝金等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

旅 費 0円 委員会出席旅費等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

借 損 料 0円 会場借料等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

消耗品費 0円 ＣＤ－ＲＯＭ等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（物品名を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

会 議 費 0円 お茶代等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

通信運搬費 0円 開催通知等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

雑役務費 0円 印刷、広告等 × ×＠ 円 ＝ 0円
派遣契約等 × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

保 険 料 0円 傷害保険（講師） × ×＠ 円 ＝ 0円
（単位を記入） × ×＠ 円 ＝ 0円

× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円 再委託を行うもの × ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円
× ×＠ 円 ＝ 0円

0円 ※設定率　　１０％

0円合 計

一 般 管 理 費

（注２）　単価の出せないものは、追加行に事項と金額を入力し、見積書等内訳を添付すること。
（注３）　Ａ４紙に印刷し提出すること。

（注１）　行が足りない場合は、適宜追加してもよい。（行の書式はそろえること）

再 委 託 費

人 件 費

事 業 費

必　要　経　費　内　訳　表

経 費 項 目
金　　額

積　　算　　内　　訳

単価人数等 数量



内訳

No. 書籍名 単価 冊数 金額

1

2

3

4

5

：
：
：
：
：

0 0

※該当がある場合は作成。適宜行を追加すること。
※合計額は、「経費内訳表」に記載される書籍代と一致させること。

部数

1

2

3

4

：
：
：
：

0

※該当がある場合は報告書等の種類ごとに作成。適宜行を追加すること。
※冊数は、経費内訳表に記載される部数と一致させること。

配布先 備考

購入書籍資料一覧

合　　　計

報告書（成果物）等配布先一覧

報告書の名称

合　　計



（様式４）再委託

経費額 経費積算

人件費 再委託業務を行うにあたり必要な経費の具体的な内容、積算を記載すること

諸謝金

旅費
（交通費）

借損料

消耗品費

会議費

通信
運搬費

雑役務費

保険料

一般
管理費

合計 円

所用額（概算）

再委託について

事業名 ●申請した企画提案書、事業計画書の事業名を記載すること

申請者
（代表校等）

●本事業の申請者について、法人名、代表者等を記載すること

再委託の範囲

（再委託業務）
●事業全体の中で、第三者に再委託をする業務部分の具体的内容を記載。

（申請者の直接業務）（参考）
●事業全体の中で、実施主体である申請者の実施部分を記載
※委託契約の事業内容すべての再委託は不可

再委託の必要性
●事業全体における受託者と再委託先の役割を踏まえて、再委託の目的、内容、必要性について
具体的に記載すること

再委託を予定している
第三者の名称・住所等

●再委託先の選定にあたっては、複数社からの見積りや公募など、事業の効率性や適正な価格で
あることを確認して行うこと。
※企画提案段階で再委託が認められた場合であっても、実際に事業の一部を再委託する際には、
同様の観点で再委託先の選定等を行うこと。

再委託費内訳



（様式５） 

○○受文科教第○○○号 

令和○○年○○月○○日 

 

 ○○○○法人 

 ○○○   ○○ ○  殿 

 

支出負担行為担当官 

文部科学省総合教育政策局長 

○ ○ ○ ○ 印 

 

 

 

委託費の額の確定について（通知） 

 

 

 

令和○○年○月○○日付けで契約を締結した下記の委託事業については、令和○○年○月○○日付

けにて提出された実績報告書に基づき審査した結果、下記のとおり確定したので通知します。 
 ついては、額を確認のうえ、「請求書（精算払）」（委託要領様式第１０）を提出して

ください。 

  

 

 

記 

 

 

１．委託契約件名  令和○○年度「職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証

・向上の推進」 

（取組名称を記載） 

 

 

２．委託費確定額  金  ○○○○円（消費税を含む。） 

 


